
年 11 月 日 ～ 年 月 日

a. 3 b. 年 月

円

％ ％ ％

円 円 円

)］

円 円 円

④ 円 ⑤ 円

円

円 円 円

円 円 円

円

円 円 円

円

♦判定基礎期間 令和 1 令和 4 11 304

（６） 基準賃金額
　　　［(4)×(5)］

9,676 9,676

,000 円

※所定労働日数の算出については裏面の３をご
確認ください。

205 日

（３）

前年度１年間の１箇月平
均の雇用保険被保険者数

１箇月の人員

年間の所定労働日数 月間の所定労働日数

1/2（大企業）

労働局確認欄

 

※ （１） 欄は千円未満の端数を切り捨てた値、 （２） 及び （３） 欄は小数点以下の端数を切り捨てた値、
   （４） 及び（６） ～ （８） 欄は小数点以下の端数を切り上げた値を記入して下さい。

円

（10） 支給を受けようとする助成額
　　　［休業の場合(7)×(8)］
　　　  ［教育訓練の場合(7)×(8)＋(9)］

（９） 教育訓練に係る加算額
5,400

22,476

0

4,838 4,838 5,692

138,588

（８） 月間休業等延日数

③（９号⑩から転記）

3

［(8)× 加算額（ ）］1,800 円

96,760 19,352

  人・日

（12）   (11)の合計

000

日額単価

22,47619,35296,760

（１） 賃金総額
利用した書類について記入してください。

休 業

全日 短時間

11,383

旧上限額超え

旧上限額まで

116,112 22,476

138,588

労働保険確定保険料申告書

年度

所得税徴収高計算書

4,838
※助成額単価の上限額については裏面８参照

20 4

（11）   (10)の小計

令和 令和

様式新特第８号助成額算定書（新型コロナウイルス感染症関係）(R4.11)

11,383

5,692 円
（７）  １人日当たり助成額単価

人・日※様式新特第９号の⑧、⑫及び⑩欄から転記。

（事業所名） ○○興業会社 1234-567890-1

10085 85

教 育  訓  練

（５） 休業手当等の支払い率
　　※ 就業規則、 休業等協定によって定められた、
        休業手当の支払率又は教育訓練中の賃金の
        支払い率

14,000

6 人

(２)

［(6)×助成率（

（４） 平均賃金額
　　　［(1)/ （(2)×(3)）］

雇用調整助成金助成額算定書

（事業所番号）

人・日

① （９号⑧から転記） ② （９号⑫から転記）

円 円4,838



14　本様式による申請が２回目以降であり、内容に変更がない場合は、（１）～（４）欄は省略して差し支えありません。た
だし、令和３年度の労働保険確定保険料の受理日以降に申請を行う場合は、最初の申請において、賃金総額の修正を行う必要
があります。計算書を利用する場合、令和４年６月１日以降の最初の申請において、賃金総額の修正を行う必要があります。
15　本様式については、支給審査を妨げないものであって、かつ、所定の事項が記載されていれば、任意の様式を用いたり、
（２）～（３）欄の算定内容のみを別紙としても差し支えありません。

10　（９）欄には、雇用調整助成金を受給される事業主の方が教育訓練を行った場合において、それぞれ、（８）×1,800円
（中小企業の場合は2,400円）の値を記入して下さい。
11　（10）のうち休業に係る左側の２つの欄にはそれぞれ（７）×（８）の値を、また教育訓練に係る右側の欄にはそれぞれ
（７）×（８）＋（９）の値を記入して下さい。（11）のうち休業に係る左側の欄には（10）欄のうち休業に係るものの小計
（全日＋短時間）を、また教育訓練に係る右側の欄には（10）欄の教育訓練に係る額を記入して下さい。
12　（12）欄には（11）欄の休業に係る額と教育訓練に係る額の合計を記入して下さい。この額が支給を受けようとする助成
金額になります。
13　支給額は最終的に労働局において雇用保険データを基に算出された額によって決定され、本様式で算出された金額と異な
る場合がありますのでご了承下さい。

（３０人×２５４日）＋（６５人×２６３日）
＝２６０日

９５人

【記入要領】
１　（１）欄には、労働保険料の申告の際に用いた「労働保険確定保険料申告書(様式6号)」（以下「申告書」とする。）の
⑧保険料・一般拠出金算定基礎額のうちの雇用保険分の額（千円未満の端数切り捨て）を記入して下さい。この場合、（２）
欄には、前年度１年間の各月末時点の雇用保険被保険者数の平均（小数点以下切り捨て）を記入して下さい。
２　また、「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書」（以下「計算書」とする。）を利用する場合には、（１）欄に
は、計算書に記載された俸給給料等（01）欄の「支給額」を当該賃金総額として、同欄の「人員」を当該１か月平均被保険者
数として（２）欄に記載して、算定することができる（納期特例（給与の支払を受ける者が常時10人未満であって事前に税務
署へ源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書を提出している場合）の場合は、計算書に記載された６か月分の支給額及
び人員を、それぞれ（１）及び（２）欄に記載して算定してください）。
３　申告書を活用して算定する場合、（３）欄には、部署や勤務形態毎に当該所定労働日数が異なる場合、その部署等に従事
する年度末の被保険者数等により加重平均をした全被保険者の平均年間所定労働日数（小数点以下切り捨て）を記入して下さ
い。ただし、休業等協定による休業手当等を算定するために、賃金の日割り計算をする際に、所定労働日数によらず、所定労
働日数より大きな任意の日数や暦日数を用いる場合は、３６５日と記入して下さい。
　（例）　　　Ａ部署　従業員３０人……所定労働日数２５４日
　　　　　　　Ｂ部署　従業員６５人……所定労働日数２６３日

４　計算書を活用して算定する場合、（３）欄には、月間所定労働日数は、（１）で利用した計算書が属する年度の任意の１
か月（所定労働日数が明らかに少ない月を除く）における対象労働者数及び所定労働日数の加重平均により算定することがで
きる。ただし、休業等協定による休業手当等を算定するために、賃金の日割り計算をする際に、所定労働日数によらず、所定
労働日数より大きな任意の日数や暦日数を用いる場合は、３０日と記入して下さい。
また、次のａ～ｃのいずれかにより算定できることとする。
なお、週休１日制や週休３日制等の場合については、これに準じて算定することができる。
ａ  週休２日制（祝日等が労働日である場合）が大多数を占める場合は、月22日
ｂ  週休２日制（祝日等が休日である場合）が大多数を占める場合は、月20日
ｃ  雇用形態等により所定労働日数が異なる労働者を雇用している場合は、雇用形態ごとの所定労働日数（同じ雇用形態で複
数の所定労働日数が定められている場合は最も人数が多い所定労働日数を当該雇用形態の所定労働日数とする。）及び雇用形
態ごとの人数の加重平均により求めることができる。
　　　　　　　例１）正社員：週休２日（祝日勤務）20人
　　　　　　　  　　　　　　→ 上記aにより22日が正社員の月間所定労働日数
　　　　　　　　  　パート：月15日勤務　４人、月16日勤務　10人、月17日勤務　６人
　　　　　　　　　  　　　　→ 最も人数の多い月16日がパートの月間所定労働日数
　　　　　　　　  　〔22日×20人（正社員）＋16日×20人（パート）〕÷40人（全員）
　　　　　　　　　　＝19
                  　よって、月間所定労働日数は19日とすることができる。
　　　　　　　例２）正社員：週休２日（祝日勤務）10人
　　　　　　　  　　　　　　　→ 上記aにより22日が正社員の月間所定労働日数
　　　　　　　　  　パート：週３日勤務　６人、週４日勤務　４人
　　　　　　　　　  　　　　　→ 最も人数の多い週３日（月13日）がパートの月間所定労働日数
　　　　　　　　　　　　　　　　（週３日×52週÷12月＝13　（月13日））
　　　　　　　　  　　〔22日×10人（正社員）＋13日×10人（パート）〕÷20人（全員）
　　　　　　　　　　＝17.5（切り捨て）
                  　　よって、月間所定労働日数は17日とすることができる。

また、年間所定労働日数は、（１）で利用した申告書の年度の任意の１か月（所定労働日数が明らかに少ない月を除く）の所
定労働日数に12を乗じた日数により算定することができるほか、次のａ～ｃのいずれかにより算定することができることとす
る。
なお、週休１日制や週休３日制等の場合については、これに準じて算定することができる。
ａ　週休２日制（国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第２条に規定する  祝日等（以下、「祝日等」とい
う。）が労働日である場合）が大多数を占める場合は、年間261日
ｂ　週休２日制（祝日等が休日である場合）が大多数を占める場合は、年間240日
ｃ　雇用形態等により所定労働日数が異なる労働者を雇用している場合は、雇用形態ごとの所定労働日数（同じ雇用形態で複
数の所定労働日数が定められている場合は最も人数が多い所定労働日数を当該雇用形態の所定労働日数とする。）及び雇用形
態ごとの人数の加重平均により求めることができる。
　　　　　　  例）正社員：週休２日（祝日勤務）10人
　　　　　　　 　　　　　 → 上記aにより261日が正社員の年間所定労働日数
　　　　　　　　  パート：年間160日勤務　４人、年間180日勤務　６人
　　　　　　　　 　 　　　→ 最も人数の多い年間180日がパートの年間所定労働日数
　　　　　　　　 〔261日×10人（正社員）＋180日×10人（パート）〕÷20人（全員）
　　　　　　　　  ＝220.5（切り捨て）
                  よって、年間所定労働日数は220日とすることができる。

５　（４）欄には、（１）／（（２）×（３））の値（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。
６　（５）欄にはそれぞれ、就業規則又は休業等協定によって定められた、通常の賃金額に対する休業手当又は教育訓練中の
賃金の額の割合（支払い率）を記入して下さい。なおこれらの定めのない場合、実際の支払い率は100％とする必要がありま
す。
７　（６）欄にはそれぞれ、(４）×（５）の値（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。

８　（７）欄にはそれぞれ、表側タイトル欄中の助成率のうち該当するもの（※）を選んだ上で、（６）×当該助成率の値
（小数点以下切り上げ）を記入して下さい。ただしその値が助成額単価の上限額を超える時は、上限額を記入して下さい。
（上限額…判定基礎期間の初日が令和４年１月１日～２月28日の場合は11,000円、令和４年３月１日～９月30日の場合は
9,000円、令和４年10月１日以降の場合は8,355円）

（※）＜判定基礎期間の初日が令和４年11月30日以前の分に係る申請＞
　　　 中小企業：４／５（雇用維持を行っている場合：９／10）
     　大企業  ：２／３（雇用維持を行っている場合：３／４）
　　　＜判定基礎期間の初日が令和４年12月１日以降の分に係る申請＞
　　　 中小企業：２／３（雇用維持を行っている場合も同様）
     　大企業  ：１／２（雇用維持を行っている場合も同様）
９　（８）①～③欄にはそれぞれ、様式新特第９号の⑧、⑫、⑩欄の数値を転記して下さい。



年 月 日 〒 －

〒 －

（

〒 －

－ －

)日・ｂその他( ) 人

日

日

／

4 年 月 日 ～ 年 月 日 2 年 月 日

年 月 日

人 日 日 日

円

円

令和 5678

5678

03 1234 567813101654321000

1234-567890-1

123

事業所管轄

①
休
業
等
実
施
事
業
所

(1)名　　　称

(4)事業の種類

産業分類 （中分類）

(5)賃金締切日 (6) 対象労働者数 （裏面記入要領２参照）

6

合板（ベニヤ板）製造業

a毎月( 末

○○興業会社

大・中小

安定所決裁欄
（所長）      　（部長・次長） 　　     （課長・統括） 　　    （上席・係長）     　　  （職業指導官） 　　   （担当）

(5) 月間平均所定労働日数 [(4)／①(6)]
（小数点第2位以下切り捨て）

 (6) 休業規模  [(3)／(4)×100
（小数点第2位以下切り捨て）

人・日108 18

円 138,588

[H]過去の不正受給

[Ａ]判定基礎期間
助成対象休業等延日数

116,112

(2) 支給を受けようとする助成金額（教育訓練）
   （様式新特第８号の(11)⑤の額）

円 円

（教育訓練）

25.0

(1) 支給を受けようとする助成金額（休業）
（様式新特第８号の(11)④の額）

(3) 合計額　[ (1)+(2) ]

0

労働局決裁欄

1

（局長）       （部長・      ）        （課長・      ）          （補佐・      ）         （係長・      ）       （
 

労働局長  殿

※
 
安
定
所
処
理
欄

休業等助成金

[Ｃ]   [Ａ]／[Ｂ]

 

②
休
業
等
の
規
模

(1) 月間休業延日数
（様式新特第８号の(8)①②の日数計）

(2) 月間教育訓練延日数
（様式新特第８号の(8)③）

(3) 月間休業等延日数 [(1)+(2)]

197843

[I]労働関係法令違反の有無

教育訓練分助成金

138,588

 

27

雇用調整助成金 （休業等） 支給申請書

○○興業会社

(2)所在地

代表取締役　安定太郎

申請者が代理人の場合、上欄に代理人の氏名等を、下欄に事業主の氏名等を、申請者が社会保険労務士法施行規則第16条第2項

に規定する提出代行者又は同令第16条の3に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主の氏名等を、下欄に申請者の氏名等を記

載して下さい。

事業主
又は
代理人

住所

名称

氏名

事業主又は
(提出代行者・事務代理者)
社会保険労務士

4 12 21 123

住所

名称公共職業安定所経由）

雇用調整助成金（休業・教育訓練）の支給を受けたいので、裏面記載の注意事項を了解し、次のとおり申請します。
なお、この申請書の記載事項に係る確認を安定所（労働局）が行う場合には協力します。

氏名

事業所管轄

③
助
成
額
等
の
算
定

厚生　花子

12木材・木製品製造業

電話番号

(4) 月間所定労働延日数

(4)支給を受けようとする日数　［②(3)月間休業等延日数÷①(6)対象労働者数］※参考値

4.5

東京都○○区４－５－６

(3)事務担当者職氏名

人・日 人・日 人・日24 3

労働保険番号

（システムから確認）

♦判定基礎期間 令和 令和 11 30 ♦対象期間（始期） 令和 4 2

[F]支給判定金額 （休業）

区       分

支店名 飯田橋支店

口座名義（フリガナ） ○○興業 口座の種類 普通 口座番号

 人・日

●支給決定年月日●助成金支給番号

11

  

旧上限額超え

旧上限額まで

円

円

4

様式新特第７号申請書（新型コロナウイルス感染症関係）(R4.11)

人・日

④
支
払

　
方
法

国庫金振込（取引金融機関店舗名： ✕✕銀行

[G]労働保険料の滞納状況

[Ｅ]残日数

金融機関コード 9999 支店コード 999

※
労
働
局
処
理
欄

東京都○○区４－５－６

事業所番号

[Ｂ]判定基礎期間
暦月末日対象労働者数

[Ｄ]前判定基礎
期間後残日数

22,476

押印不要



【受給にあたっての注意事項】
１　雇用調整助成金は、併給調整の対象となる助成金等と同時に支給対象となりません。またそれ以外の助成金等についても、本支給申請の対象となる休業等について支給を受けて
いる場合は支給対象とならない場合があります。
２　偽りその他不正の行為により本来受けることのできない助成金の支給を受け又は受けようとしたことが判明した場合には、不正行為により本来受けることのできない助成金を受
け又は受けようとした最初の判定基礎期間以降に支給したすべての助成金を返還していただくとともに、当該期間以降に受けようとした助成金については不支給とさせていただきま
す。
３　２によらず、助成金の支給すべき額を超えて助成金の支給を受けた場合には、その支給すべき額を超えて支払われた部分の額を返還していただきます。
４　労働基準法第２６条の規定に違反して支払った手当について助成金の支給を受けた場合には、助成金のうち当該違反して支払った手当に係る部分の額を返還していただきます。
５　助成金の受給に当たっては、リーフレット等に記載されているもののほか、各種要件がありますので、本支給申請前に都道府県労働局又は公共職業安定所に確認して下さい。

【記入要領】
１　本様式は一つの判定基礎期間ごとに別葉にして記入して下さい。二又は三の連続する判定基礎期間について支給申請する場合、２箇月目又は３箇月目の判定基礎期間の分につい
ては、①(6)欄、②欄、③欄及び◆判定基礎期間欄のみの記入で差し支えありません。
２　①(6)欄には、判定基礎期間内の暦月の末日時点の「対象労働者」（※）の数を記入して下さい。なお、判定基礎期間内に暦月の末日がない場合は、当該判定基礎期間の末日時点
の数を記入して下さい。また、２つの判定基礎期間を通算した期間を一の判定基礎期間として申請する事業所において当該一の判定基礎期間内に暦月の末日が２つある場合、いずれ
か遅い方の暦月の末日時点の数を記入して下さい。
（※）「対象労働者」とは、休業・教育訓練実施事業所に雇用される雇用保険被保険者のうち、次のa～c等の雇用調整助成金の対象とならない者を除いた者をいいます。
a　解雇を予告されている被保険者、退職願を提出した被保険者、事業主による退職勧奨に応じた被保険者（当該解雇その他離職の日の翌日において安定した職業に就くことが明らか
な者を除く）
b　日雇労働被保険者である者
c　判定基礎期間において雇用調整助成金と重複して受給することができない助成金等の支給の対象となる被保険者
３　②(1)欄には、様式新特第８号（８）の①欄と②欄の日数の計を、また②(2)欄には、同様式の（８）③欄の日数を記入して下さい。
４　②(4)欄には、休業・教育訓練実施事業所のすべての対象労働者の判定基礎期間における所定労働日の数の合計を記入して下さい。
５　③(1)欄には、様式新特第８号(11)④欄の額を、また③(2)欄には、同様式の(11)⑤欄の額を記入して下さい。
　　③(4)欄には、本様式の②(3)月間休業等延日数の数値を①(6)対象労働者数で除した数値を記載してください。
※経過措置期間において、支給限度日数の100日まで受給が可能となります。令和４年12月１日以降に判定基礎期間の初日がある分の申請については③(4)欄を記載いただき、支給日
数の参考値としてください。あくまで参考値であり、正式な残日数等については、審査後に送付される通知書にてご確認ください。なお、緊急対応期間中に実施した休業は、支給限
度日数に含みませんので、令和４年11月30日以前に判定基礎期間の初日がある分の申請については当該欄は記載いただく必要はありません。
６　④欄には、振込先を記入してください。なお、変更の無い場合は、２回目以降の申請の際は記入の必要はありません。
７　対象期間（始期）には、雇用調整助成金の支給申請を初めて行った判定基礎期間の初日を記入してください。「対象期間」とは、雇用調整助成金の支給申請を初めて行った判定
基礎期間の初日から起算して１年を経過する日までの期間をいいます。ただし、現在、特例及び経過措置により１年を超えて引き続き受給することができます。最新の要件について
は、ホームページを確認して下さい。
　（例）令和２年４月２日から休業を行っており、その日以降の休業について雇用調整助成金を申請している場合、対象期間（始期）は令和２年４月２日となります。

注意事項

【支給申請にあたっての注意事項】
　　雇用調整助成金の支給申請は、本様式及び「雇用調整助成金ガイドブック」の「支給申請に必要な書類」に示す添付書類を用いて次によって提出して下さい。
１　休業又は教育訓練を実施し、当該休業に係る手当（労働基準法第26条の規定に違反していない場合）又は当該教育訓練に係る賃金を休業等協定どおりに支払った場合に提出して
下さい。
２　休業又は教育訓練を実施した事業所（以下「休業・教育訓練実施事業所」という。）ごとに提出して下さい。
３　判定基礎期間の末日の翌日から、２か月以内に（ただし、天災その他その期間内に申請しなかったことについてやむを得ない理由があるときは、当該理由のやんだ後１か月が経
過する日までにその理由を記入した書面を添えて）提出して下さい。
４　代理人が申請する場合にあっては、委任状（原本）を添付して下さい。
５　雇用維持要件における解雇等（解雇予告を含む。）とは、以下を指します。
 ① 事業主に直接雇用される期間の定めのない労働契約を締結する労働者の場合、解雇又は退職勧奨（労働者が同意した場合も含む。）等により事業主都合による離職をさせること
 ② 事業主に直接雇用される期間の定めのある労働契約を締結する労働者の場合、解雇と見なされる労働者の雇止め、中途契約解除等により事業主都合による離職をさせること
 ③ 対象事業主の事業所に役務の提供を行っている派遣労働者の場合、労働者派遣契約期間満了前の事業主都合による契約解除
　なお、以上については、コロナウイルス感染症を理由とする解雇も含みます。


